第5章 火災・爆発の点火源
5－1　電気火災の現象
1　電気火災の一般
　「火の無い所に煙は立たぬ」といわれますが、電気エネルギーは一種の火種とみられます。電気の熱源と見られる現象には次の3点が上げられます。

1 電気設備は本質的に使用することにより、熱の発生が伴います。この熱が火災発生に関与するかであります。

2 不適正な電気機器の使用をしていないか、事故時には必然的に不測の熱の発生を伴います。
3 電気設備から発生する開閉火花等は「点火源」となります。開閉火花には、開閉器の開閉時、端子等の接続時、異常開閉火花等があります。

表5－1に「電気火災の大分類」、表5-2に「電気火災の原因別分類を示します。

	機器別
	現象別
	使用箇所別
	予防の方法

	高圧機器

変圧器

配線及び機器
電気機器
	短絡
接触不良

過負荷使用

混触
	工事中に発生
取り扱い不全

不安全使用の放置
	漏電遮断器による防止
機器の過熱防止を防止

電気絶縁状態の点検

電気火花の防止


表5-1　電気火災の大分類

	発火源
	被災割合
	防止の考え方

	電熱器具類

電気機器、装置

配線、配線器具

漏電

静電気火花
雷

その他
	ⅰ/3強

ⅰ/4

1/4

1/20以下

1/20以下

1/20以下

1/20以下
	異常使用の禁止、過熱放置の禁止等

増設、負荷増等のときは内容を検討する

容量に合った適正の使用、不良器具の禁止
可能な範囲に適用

危険物の使用箇所での厳正管理

避雷器等の設置

使用年数に応じて点検を強化する


表5-2　電気火災の原因別分類

　電気に起因する災害の中で、火災･爆発と人身災害の占める割合は多く、災害発生件数としては少ないですが、重篤度からいうと、重要な課題です。
　電気火災は全火災件数の約10％といわれますが、火災の大半は負荷側における電気機器、器具、配線等の取り扱い不備から発生するものです。電気の流れを想定することは難しくいろいろなケースが考えられます｡そのことと、電気的知識が乏しく取り扱い方法が判らない場合や認識不測で電気火災を引き起こすことが多いわけです。

(1)　電気火災

　電気設備は、過負荷による使用、異常な使い方によっては、自然発火性があり、接点等から発生する電気火花は、物質の物性に伴い点火源となります。
　電気火災を発生させないためには、どのようなことがあるのか、要点を上げると次のようなことがあります。
1 電気機器には安全に使用するため、安全のための定格を定めています｡定格電圧(単相か、三相か)以内で使用すします。また、定格電流以内で使用します。
2 配線の容量は、決められた使用電圧、定格電流に耐えられるものであることです。
3 電気機器、布線等は決められた温度以上で使用しますと、火災の発生原因や絶縁不良を起こします。余裕をもった設計になっているかを検証します。
4 電気機器や配線は、対応してない場合、水の中(化学性料品等)や湿度の高い(90％以上)ところに曝しておくと、配線類が痛んだり、絶縁不良を誘発したりします。結果的には、火災や感電危険性を生みます。
5 電気の配線端子(締め付け部分)の弛み、接触部の弛み、汚損部分は火災の発生の起因となったり、トラッキング現象を起こしたりします。これらの危険性を排除します。
6 電気的火花、高温部分は(危険物等)の点火源となり、火災・爆発事故を誘発します。近接の物性を把握しておく必要があります。
同様なことが静電気の発生によっても起こります。(後述します。)
7 電気機器及び布線等は放熱が悪いと温度が上昇して火災の起因となります。

定格電流は放熱状態により決まります。
8 電気事故の主なものとして、線間短絡と対地間の地絡があります。線間短絡は遮断器により、地絡事故は漏電遮断器(火災事故は警報器、この警報器は感電の防止には不可)等で防止します。
(2)　低圧の電気火災
　電気火災の多くは低圧電気によるものです。低圧電気による火災原因は、維持管理不良、取り扱い不良と言われる電気知識の欠如によるものです。因みに東京消防庁の発表資料を示せば図のとおりです。一般的に取り上げられている火災の起因となる現象は次のようなものです。
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図5－1　　東京消防庁発表資料
1 トラッキング現象
　　電気の取り扱い不良と見られるもので，コンセント部分や端子等の活線部分に、ほこりがたまったり、湿気や化学物質等が吸着しますと当該部分に微小電流が流れて絶縁破壊を起こし、部分短絡現象が発生して、そのことが火災を誘発するものです。トラッキング現象といい、火災に発展したときをトラッキング火災と言っています｡
　　コンセントやテーブルタップに長期間電源プラグを差し込んだままにしたり、使用しないコンセント等には、隙間に除々にほこりが溜まったり、ほこりに湿気や化学物質が吸着することによって両極間で、火花放電が発生するようになります。これをトラッキング現象といいます。また、プラグを不完全に差し込んだり，接触不良による相乗効果でトラッキングの発生を促進することにもなります。
　　また、電位差のある電極間に挟まれたコンセントやプラグなど一般的に用いられるフェノール等の有機絶縁物の表面に電流が流れた経路がグラファイト化して導体に変質し炭化導電路を形成するようなこともあります。このように、トラッキング現象は電圧が印加されている箇所であれば常に発生する危険性があるというものです。
　　この現象は、火災が発生しても通常の過電流遮断器では動作しません。そこでトラッキング現象による短絡で動作する機能を付加した安全ブレーカも開発され、実用化しています。一般的には使用されていません。
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　トラッキング現象は電極間にほこり、
　湿気・化学物質が吸着したものす。
　図に示した部分です。

図5－2　　トラッキング現象の模型

　　このように、コンセントや端子部分は清浄化し、現象の起こらないな対策が必要です。
ⅰ　適当な周期(ほこり等の集積具合)で当該部分を掃除します。
ⅱ　日頃取り扱わないコンセント等も気配りします。
ⅲ　タンス、冷蔵庫、自販機等で隠蔽しないことが必要です。
ⅳ　その他
2 コードの断線
　　電気コードは繰り返し屈折すると断線して半断状態になったりし発熱します。また、重いものを乗せたりしますと切れかかり発熱したりします。
ⅰ　電気コード等には重いものは乗せないようにします。
ⅱ　コードとうは半断がないか、時々発熱状態を検証します。
3 熱の蓄積
　電気配線は熱の逃げ場がない状態では絶対に使用しないように留意する必要があります。また、電線には、安全で使用できる電気容量があります。使用負荷の相応した安全電流で使用します｡「電気設備技術基準」相応の工事が行なわれ、使用負荷に相応した電線が必要です。
ⅰ　電気コードを束ねて使用したり、巻きつけて使用しない。
ⅱ　隠蔽箇所の電気配線は熱の蓄積が無いようにします。
4 過電流による発熱
　電気配線や電気機器には、安全に使用できるよう安全電流があります。この原則が守られないと電線や機器は発熱し、火災の起因となります。
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図5－3　　過電流による発火の例
ⅰ　使用する機器の電流と電気回路の容量を確認して、無理な使用をしないようにします。
ⅱ　タコ足配線は容量超過と発熱を促進します。
ⅲ　過電流は大きく分けて、短絡(ショート)と過負荷があります。事故、絶縁抵抗の低下が上げられます。
ⅳ　端末に多くの負荷を接続しますとNFB等が動作して電気回路を遮断しますが、遮断しないで加熱し、発熱することがあります。
5 漏電
　　配線や電気機器は、電気が漏れないように絶縁されていますが、電線や機器が古くなったり，傷ついたりしますと、本来流れるルート以外の大地間に絶縁不良を通して流れるようになります。このような電流を漏電といっています。漏電による災害には次の二つがあります。
ⅰ　感電災害

その例を上げたのが図です。
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　人身傷害の危険性は水気のある所は危険性が伴いますから、低圧回路では、このような箇所には漏電遮断器を設備して感電による人身傷害を防止します。図は洗濯機に触れ、感電した例を示します。
　夏季は人体に汗をかくので、危険性を増し、災害件数も増加します。8月を電気使用安全月間と定め災害防止に努めています。
　　　　　　　図5－4　　洗濯機の人体感電の例

ⅱ　漏電による火災
　漏電による火災の発生は漏電した箇所の物質に点火するかどうかによって決まります。点火エネルギーの高い物では発生しにくいし、点火エネルギーが低い場合は発生しやすいことになります。勿論周囲の環境によっても支配されます。

⑤　その他の問題点
　ⅰ　地震による電気火災
　　阪神・淡路大地震では、電気が原因として考えられる火災が全体の約23％を占めたといわれます。その内訳をみると、電気ストーブや鑑賞魚用ヒータなどの発熱によるもの、転倒した家具などによる配線の損傷により、ショートし可燃性のものに引火したものがあります。
ⅱ　中性線の欠相
　3線式回路では欠相状態になると、回路の負荷状態で電圧が不平衡となり負荷機器に過電圧が加わり電気機器の焼損、絶縁劣化などの事故が起きることがあります。例として、１００ワットの電子レンジに５7V、４０Ｗの蛍光灯に143Ｖの過電圧が加わったものを示します。
　４0Ｗの蛍光灯の抵抗値は、100÷0.4＝250Ωです。
　100Ｗの電子レンジは同様にして、100Ωです。

　40Ｗの蛍光灯に加わる電圧　＝200×250／100＋250　＝143Ｖ
　100Ｗの電子レンジに加わる電圧　＝200×100／100＋250　＝57Ｖ
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図5－5　　中性線欠相による電圧異常の例

(3) 出火危険性
　電気機器類には熱源として使用するもの、制御機能として使用するもの、使用過多により発熱するもの等多様なものがありますが、これらの使用上の管理については、消防法関連の規則にしたがいますが、平素の管理は技術管理は電気の専門家に、取り扱い安全については、当事者の電気安全使用の手順に従って行う必要があります。

　出火危険性の一端を以下に紹介します。

	電熱器具
	使用方法並びに注意事項
	留意事項

	電気炉
電気乾燥機

電気コンロ

電気アイロン

電気ストーブ

電気コタツ

その他
	1 定められた熱、時間の使用で供給
2 破損のまま使用、通電放置、構造不備使用の禁止

3 異常過熱、異常反応の監視

4 可燃物の落下あるいは接触防止

1 サーモスタットの故障放置
2 駆動部分の故障検出

3 発熱部分が可燃性の物に接触

1 使用目的外の使用禁止(以下共通)
2 通電のまま放置(以下共通)
3 勘違いしてスイッチを投入し、忘れて放置

4 火源の転倒、落下

5 故障しているものを使用

6 電気コード等の不良品の使用(以下共通)
7 周辺の可燃物がコンロに触れた場合

8 可燃物がコンロ上に落下したが、放置した

9 余熱のあるコンロを可燃物の中に収容してしまった

1 通電のまま放置(以下共通)
2 電気コンロ等の不良品の使用

3 通電状態の器具に可燃物が落下したまま放置

1 火源の転倒

2 可燃物の接触、落下、放射による発火(以下共通)
1 サーモスタットを除去して使用

2 ヒューズの代表品の使用

3 不適当の使用、コード等全般の不良、結線誤り

そのた電気毛布、アンカ、コテ等共通事項が多くあります。
	炉の周辺に引火
付近に物を置かない

1　周辺に可燃物やガス等を置かないこと
2　引火性の物が器具にかからぬようにする

3　底面、側面を伝導過熱させない

周辺に可燃物・引火性の物を置かない


表5－3　電熱器具の出火危険性
	器具等名称
	使用方法及び出火危険性
	留意事項

	蛍光灯

電球

ネオン管灯設備
	1　安定器又はコンデンサーの絶縁が低下して発熱

2　内部の短絡危険、配線、チョークコイルの絶縁低下又は工事ミスによる短絡状態

3　安定器の絶縁低下による過電流が流れ過熱

1 可燃物が電球に接触(逆の場合)したまま放置

2 点火状態で転倒して他のものに接触放置

3 目的外の使用

4 可燃物に近接して点灯したまま放置

1　漏洩放電、高い電圧であるから工作物との間で放電すると危険

2　外周条件が悪いとき、短絡を起こしやすい
3　外周条件が悪いとき、絶縁低下しやすい
	固定して設備したものは中が見えないため留意が必要
電球の近くには物を置かない


表5－4　照明器具の出火危険性

	機器名称
	使用方法及び出火危険性
	留意事項

	電線　

安全器、ブレーカ

自動点滅器
	1　許容電流以上の電流で使用した場合

2　被覆の損傷により、短絡した場合

3　負荷側が短絡して保護器(ブレーカ、ヒューズ等)が動作せず使用した場合

1　接触部の過熱、端子、取付ねじ(ビス等)の緩み、ヒューズの取り付け不良等による過熱

2　スパークにより、接触片の動作不良で過熱し、絶縁破壊等により短絡した場合

1　外周条件が悪いと安全器とブレーカと同様な条件が出る

2　雨水の浸入による短絡事故の原因となる
	保護器き電線の協調がうまくいっていない場合がある


表5－5　電線等の出火危険性
	機器名称
	使用方法及び出火危険性
	留意事項

	電動機
空気調整機

家庭電化製品

(テレビ、洗濯機、冷蔵庫、その他)
	1　過負荷運転による焼損
2　接触不良等による欠相運転

3　起動回路等の接触不良による過熱

4　設置環境不良による絶縁不良(漏電の危険性あり)

1　電動機に準ずる危険性

2　ヒータ回路の異常加熱(劣化・接触不良等)

3　ファン回路の故障　

1　部品不良による過熱、内部短絡

2　接触部分の過熱、過負荷による使用過熱等　

3　モータ等の絶縁不良(漏電の危険性あり)
	点検手入れが必要です
可燃性ガスを近くに置かない


表5-6　電気機器等の出火危険性
(4) 高圧電気設備の危険性

　危険性からいうと前記の各機器類とは比較になりませんが、設備の重要性・使命等(供給支障事故や負荷設備の停電事故)から設備の安全性が低圧に比べて高くなっているから、火災の危険性は一般的に少ないと見られます。その内容は表5－6で示されます。　

	機器名称
	使用方法及び出火危険性
	留意事項

	変圧器
高圧遮断器

変成器等

コンデンサー

高圧カットアウト
	1 短絡焼損、絶縁油劣化、異物落下、設計・製造不良、絶縁劣化
2 過負荷による使用、無理な設計、無理な使用、管理不在等

3 端子部分の弛み、ブッシング等の亀裂による短絡又は過熱

1　内部接続部の弛み等による発熱、端子部の集積ホコリ

2　内部のガス、油等の不良

1 絶縁劣化等による絶縁破壊、短絡現象
2 端子等のホコリ付着、雨水の浸入等による地絡

1 内部或いは端子部で絶縁破壊し、短絡

2 接続部の弛み、端子部のホコリ付着とうによるスパーク

3 温度管理をする外、内部管理はできない

1　電線接続部分、ヒューズの弛みによる事故防止を考える
	適正なる点検・整備が必要です
以下同じ


表5－6　変電設備の出火危険性
5－2　危険物の着火源とその対応
1　着火性物質
　電気による着火源といえば火災･爆発を連想します。これらの災害は数多くありませんが、災害発生による惨事は非常に大きいものがあります。また、着火源として電気とは直接関係はありませんが、｢静電気火花｣が起因となることがあります。
　ここでは、電気並びに静電気のエネルギーがどのように災害と係わり合いがあるかということを主体に経験則を交えて話しを進めてみたいと思います｡これらのエネルギーは「電気的火花・電気機器等から発生する温度エネルギー」が主体として捉えられます。
　電気的火花は、一般的にエネルギーは小さく、異常時に発生する場合は大きいものもあります。機器から発生するものも同様に、一般的には小さいが、異常時には大きなエネルギーになります。
　小さなエネルギーで災害と係わり合いがあるものは、化学物質としての「危険物」です。このエネルギーは、1ｍＪ以下の小さなものです。大きなエネルギーに係わるものとしては、火災･爆発の起因物となることです。100ｍＪ以上のものか、主として物質の発火温度が問題にされます。
　小さなエネルギーで問題になるものには、化学物質の中の、引火性、発火性、爆発性等の物があり、粉じん爆発では、穀粉、金属粉等があります。大きなエネルギーでは、小さなエネルギーのものも含めて、可燃性の物が該当します。

(1)　危険性物質
化学物質としては、引火性物質・酸化性物質・発火性物質・爆発性物質・可燃性ガス・混合危険性物質等があります。これらの物質の化学的物性を把握して、着火の可能性を無くす方策を考えます。
(2)　可燃性物質
可燃性固体には、発火性の硫化リン・硫黄・マグネシューム・金属粉等、可燃性の物(この中には、数多くの物質が入ります)等があります。点火の可能性を排除します。　
(3)　着火と電気設備
　電気設備は温度上昇と開閉火花が発生したり、漏電することによって火災・爆発の起因となります。物がその対象物になるかどうかということは、物の置かれた環境・物の性質・電気設備の温度、火花の程度によって大きな差が出てきます。これらの物性を考えながら対応する必要があります。
　したがって、設備の置かれた設置条件により、保全的措置が必要となります。危険性物質があるか、可燃物があるか、電気設備の置かれた劣化状況等といった周囲の条件を参酌しながら、対応の仕方を考えていくことにします。
　危険性料品は「消防法関連，労働安全衛生法関連等」に指定されているので、これらの諸法令に対応する物理的条件と電気設備の温度、火花、漏電電流等が火災・爆発の条件に当たるかを考える必要があります。
　物の物性と電気設備の物性については、それぞれの危険性の尺度が決められています。
2　着火源
　前項の(1)、(2)に掲げた各物質には、それぞれの物質に相応した物理的性質がありますので、取り扱う電気機器・静電気火花、断熱圧縮、衝撃、摩擦などによる発生する｢熱・火花等｣のエネルギーに留意して、各種の物質が存在する所では、危険性を否定する措置を講じなければなりません。
　静電気による災害も含めて説明します。
(1)　熱
　熱の発生源にはいろいろなものがありますが、電気設備の該当する部分には次のようなものが上げられます。
1 電気機器等(部品)は、それぞれの定格が定められていますから、定格を超える取扱いをした場合、故障等の異常時には、異常の熱が発生し、危険域に達します。
　②　端子・布線等は、いずれも定格で使用されるようになっていますが、経年劣化・ゆるみ・不測の使用等がありますと、温度の発生が危険域に達することがあります。
　危険域というのは、当該部分の周囲に存在する物、周囲環境(温度･湿度等)によって大きく支配されます。電気機器に介在する絶縁物の種類によってもことなります。周囲の物質の反応条件によっても左右されます。したがって、物質の発火温度(℃)、発火エネルギー(ｍＪ)等の物理的性質を把握しておく必要があります。表１に「各種可燃物の発火温度・最小発火エネルギー」、表２に「各種資料の発火温度」を示します。
　高温表面は加熱により、蒸気化、熱分解､酸化分解などが生じ、発生した気体が空気中で爆発混合気体を形成し、それが発火温度以上に達すれば､発火、燃焼､爆発を生じます｡
　発火を生じる最低の温度については、自己反応物質では、自己加速分解温度(SDDT)､断熱下で１週間で自己加速分解を起こす最低の温度)などで評価されます。その他のガス、蒸気､固体については最低発火温度で評価されます。
　具体的温度は表5－1､表5－2を参照してください。
(2)　電気火花・静電気火花
　可燃性のガス・蒸気が空気(酸素が関係)と混合して爆発範囲に入っているときに、電気火花、静電気火花のように短時間に密度の大きいエネルギーを与えると爆発を引き起こすことになります。
　電気火花には、リレー、スイッチ、モータ、アーク溶接などの火花があり、静電気火花は、絶縁性の高圧ガスの噴出、石油の流動、粉体の移送、絶縁性の物の摩擦・衝撃等によっても発生します。
　電気火花のエネルギー(ジュール)は、電圧をＶ(ボルト)、電気容量をＣ（ファラッド）とすると次式であたえられます。(この式は各界共通です)

	
	可燃性物質
	発火温度(℃)
	最小発火エネルギー(mJ)

	可燃性ガス
	水素
都市ガス(13A)

メタン
エタン
プロパン
エチレン
アセチレン
	500

560

537

472

432

425

305
	0.02

0.02

0.24

0.31

0.096

0.02

	引火性液体
	アセトン
メタノール
エタノール
ベンゼン
トルエン
ｐ－キシレン
酢酸エチル
	465

385

363

498

480

464

426
	1.15

0.14

0.2

2.5

0.46


表5―7　各種可燃物の発火温度、最小発火エネルギー
	酸素濃度
	100％
	50％
	21％(空気)

	ケージ圧力(kg/EQ \* jc2 \* "Font:Century" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(  2),cm))
	発火温度℃
	発火温度℃
	発火温度℃

	
	0
	6
	0
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250　　　320　　　　　250　　　　(385)　　　290

325
230

360
245
(450)　　　　310

	塩化ビニール
塩化ビニール接着テープ
	310
220

355
245
(475)
290

310
220

310
220
(445)
310

	木綿布
ナイロン布
革ベルト
鉛筆の木部
	330

420

430

250
	260

320

270

185
	360

460

430

270
	285

355

270

205
	(480)

(535)

―
―
	360

420

―
―

	鉱油系グリース
シリコーン系グリース
フッ素油系グリース
	235

330

450
	180

255

340
	245

390

530
	485

270

380
	(360)

(500)

―
	245

300

―

	ポリエチレン
	280
	130
	―
	―
	―
	―


※　表中(　)内は、外そう値、30℃／min
表5―8　　各種試料の発火温度
Ｅ＝ＣEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(　2),Ｖ)／2　(ｍＪ)

　電気機器から発生するものは、数ｍＪ以上が普通です。単位としては、ｍＪ(ミリジュール)とします。可燃性ガスなどは、0.1～0.3ｍＪ程度とされています。(アセチレンガスや水素ガス等で相当低いものもあります｡)その値を表5－9に示します。
　他の点火源として断熱圧縮､衝撃･摩擦などがあります。
	物質名
	最小発火エネルギー(ｍＪ)
	物質名
	最小発火エネルギー(ｍＪ)

	メタン
プロパン
ベンゼン
アセチレン
メタノール
水素
	0.28

0.25

0.20

0.02(酸素中0．0003)

0.14

0.019(酸素中0.0013)
	アルミニューム
石炭
ポリエチレン
小麦
砂糖
エチレン
	10

120

10

40

30

0.096（酸素中0.001）


表5―9　ガス・蒸気・粉体の最小発火エネルギー
3　危険性物質の評価
　危険性を評価するためには、当該物質の発火性、引火性、分解、爆発などの条件を評価する必要があります。物質自体の危険性、取扱設備の安全性と取扱方法の適正化の３つを評価の基本として考える必要があります。危険性物質としての化学物質についての評価のあり方を見てみたいと思います｡
(1)　基本
　危険性は、これらの現象の起し易さ、「感度」といわれる発生するときのエネルギーの大きさ(威力)、の2点から評価します。
　爆発性物質では発火温度、引火性物質では引火点、金属性物質などの着火エネルギーは、低い物質ほど感度が高く、危険性が高いといえます。そのときの発生する熱量、圧力(エネルギー)が大きい物質が危険性が大きいと評価されます。
　表5－4は、化学物質の危険性を発火､分解、着火、燃焼、摩擦､衝撃および反応に分け、感度､威力について分類したものです。

(2)　危険性評価
　化学物質は各種の周囲条件により危険性評価がことなりますので、次のような方法により評価します。
1 　文献調査　　　

2 計算　　　　
③　試験(表5－10参照)

　爆発性物質、発火性物質、酸化性物質、引火性物質、可燃性ガス、固体粉じん等により、それぞれ異なった試験方法をとります。
	危険性
	要　因
	試　験　法

	
	
	感　度
	威力

	爆発性
	熱
火災
機械的
　衝撃
　衝撃起爆
	示差走査熱量測定(ＤＳＣ)

暴走反応測定(ＡＲＣ)

着火性試験
落球､落つい
感度
弾道臼砲試験
	ＤＳＣ
ＡＲＣ
DMO燃速試験、TNO燃焼試験､燃焼試験
鉄管試験

	発火性
	自然発火性
発水性
	自然発火性試験
水反応性試験
	

	酸化性
	可燃物との
混食反応
可燃性混合
物の爆発性
　熱
　火災
	改良鉄皿試験
大規模混合試験
DSC

ARC

BAM蓄熱貯蔵試験
着火性試験
落球・落つい試験
	DSC

ARC

圧力容器試験
燃焼試験
鉄管試験

	引火性
	
	引火性試験
	

	可燃性ガス
固体粉じん
	
	拡散ガス燃焼試験
着火性試験
ハルトマン粉じん爆発試験
	ガス爆発性試験



表5―10　化学物質の燃焼･火災危険の代表的試験
5－3　火災・爆発災害
1　火災･爆発の現況
火災･爆発災害は減少傾向にあるとはいうものの、一進一退で大きな減少傾向を示してはいません。図5－6は、産業安全研究所が把握した632件の現象別の分類例です。年平均80件で、ガス爆発(201)､火災(80)、反応爆発(31)､粉じん爆発(30)、破裂(29)、水蒸気爆発(25)、高温物(66)､その他(70)となっています。

　図5－6では、物質別の分類をしています。有機溶剤(51)､プロパン･ブタン等(43)､ガソリン･灯油等(25)、メタン(19)、水素(17)、都市ガス(11)、アルコール類(10)、アセチレン(8)、シラン系(5)、廃油･蒸気(4)､その他(8)となっています
　火災・爆発災害は事例は少ないが、災害の発生によるか過酷度からみると他にその例を見ないほど悲惨なものとなります。

(1)　粉じん爆発
　物質を粉にして利用するものは数多くあります。次のようなものです。
1 食品を粉にして加工するもの、小麦粉、豆類等々がありますが、何れもこれらを

成形、混練、混合、焼結、乾燥、輸送、供給、輸送等によって各種の作業が行なわれます。この段階で粉の移動に際して各種の粉じん爆発が誘発される危険性が生じます。

[image: image4.wmf]0

50

100

150

200

250

ガス爆発

粉じん爆発

高温物

3-D 縦棒 1


図5－6　火災･爆発の発生状況(平成元年～８年)
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図5―7　ガス爆発の物質別分類(平成元年～８年)

[image: image13.jpg]



危険物からの出火(107)

着衣の燃焼(32)

単純火災(34)

電気火災(8)

その他(2)

危険物の発火･引火が原因となったものが最も多く全体の60％になっています。次いで溶接･溶断作業中などにおける作業衣に着火した事例や漏電･失火などによる単純な火災が多く発生しています。
図5―8　出火原因別分類(平成元年―8年)

②　爆発性のものの粉じんとして上げられるものに石炭粉があります。同様なものに、木粉、硫黄、プラスチック、トナー粉、ティッシュペーパ、紙粉、研磨粉、繊維粉、コーンスタッチ、澱粉、破砕粉、ゴム処理粉等が上げられます。これらに類するものは、移動に際して粉じん爆発の危険性があります。
③　金属粉としては、アルミニューム、マグネシューム等の軽金属類も同様に粉じん爆発の危険性をもっています。
粉じん爆発の発生条件　言葉のとおり、①、②、③に示されるものは、、粉状のものが対象として上げられます。粒子径が小さいものほどその可能性が大きくなります。
　　その大きさとしては、①、②のものは、おおよそ0.5mm(500μm)以下のものとされています。この値は、粉の種類、着火源、周囲環境によっても左右されます。③のものは、0.1ｍｍ（100μｍ）以下の危険性があります。平均粒子径が1ｍｍのものは危険性を考える必要があります。
　　起し易い条件としては、次のことが上げられます。
1 粉じんが空気中に浮遊、分散していること。
2 分散した粉じんの濃度が爆発下限界(火炎の伝播を生じる粉じんの最低濃度)以上の濃度であること。爆発範囲は下限濃度から上限濃度までです。
3 適切な着火源が存在すること。(可燃性ガスよりはるかに高く、表5-11を参照して下さい。)

　　防止の手段としては、③を無くすこととなります。
1 危険性評価
2 予防対策
3 着火源の除去
　があります。
	粉じん
(200メッシュ以下)
	発火温度
(℃)
	最小発火エネルギー
(EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(　－3),10)Joule)
	下限界
(ｇ／EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(　3),ｍ))
	最大爆発圧力
(kg／EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(　2),cm))

	チタン
アルミニューム
マグネシューム
亜　　　　　鉛
	330

640

520

600
	10

15

40

600
	45

40

20

480
	5.6

6.3

6.6

3.5

	酢酸セルローズ
フェノール樹脂
ポリスチレン
尿素樹脂
	320

460

490

450
	10

10

15

80
	25

25

15

70
	7.7

5.6

6.3

6.0

	コーンスターチ
砂糖
ココア
コーヒ
	380

350

420

410
	30

30

100

160
	40

35

45

85
	7.7

6.3

4.3

3.5

	無水フタル酸
硫黄
ステアリン酸アルミニューム
アジピン酸
	650

190

400

550
	15

15

15

70
	15

35

15

35
	4.9

5.6

6.7

5.3


表5―11　粉じん爆発の諸元
　電気設備として考えられる着火源としては、乾燥機や電気設備などの高温表面に形成され、さらに、電気設備から発生する電気的火花(回転機器の機械的火花)、異常時の布線、端子等の発熱があります。
　静電気火花は、最小発火(着火)エネルギーが約30ｍＪ以下の粉じんの場合、徹底した安全対策が必要とされます。
(2)　可燃性ガス･蒸気の爆発
　可燃性のガスや引火性液体の蒸気は、空気と適当な混合比率のとき、着火源を与えると火災が発生してエネルギーが放出されます。このような原理を応用して開発された設備は多々ありますが、不必要な箇所で発生すると災害となります。
　その発生割合は、起因物全体の約２／３を占め、火災・爆発防止対策が必要です。火災・爆発の発生条件としては、可燃性ガス、支燃性ガス(空気等)、着火源がそろわないと発生しません。その３要素を図5－9に、その割合を図5－10に示します。
　燃焼とは、可燃性物質(気体、液体または固体が空気または酸素と反応して、火災を生じ、熱と火災を発生することをいいます。図5－9に示すとおりです。
　爆発とは、一般には、ある空間における圧力急上昇に伴なって、大きな音とともに建物や設備の破壊が生ずるような現象をいいます。
　その生成ガスは高温(約2000℃)であるため、その拡散燃焼を含めて大きな災害をもたらします。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　図5―9　燃焼(爆発)の三要素
　　　　
ここに、引火性料品41％
　　　　可燃性ガス26％
　　　　反応性の物11％
　　　　煙火・発破　9％
　　　　粉じん　　　7％
水蒸気　　　6％
図5―10　爆発による起因物別死亡災害発生件数割合
　図5―10を見ても引火性液体と可燃性ガスに対する爆発・火災防止対策が重要であるかがわかります。

(3)　爆発範囲(限界)

　　可燃性ガス・空気混合気中を火炎が伝播し得る可燃性ガスの濃度限界を爆発限界あるいは燃焼限界ともいいます。可燃性ガスの希薄側の限界を下限界、過剰側の限界を上限界といい、両限界間の組成域を爆発範囲といいます。
　　爆発範囲は、混合気中の支燃性ガス、不活性ガス等の種類と濃度、混合気の圧力、温度、湿度などに依存します。ある条件下の爆発限界濃度を表5―12に示します。

　爆発範囲が明示されているとはいうものの、これらの濃度限界はそのときのし周囲環境条件により左右されますので、一応の目安として捉える必要があります。周囲環境というのは温度、湿度です。
　取り扱い段階でこの危険性を掴むことは難しいから、危険性物質を扱う場所では、設備の設計・施工段階で安全性を確保しておく必要があります。取り扱い段階で考慮することは次のようなことです。
　①　設備の改変、変更等が行われたときは、新しい設計概念で取り組み対応します。
　②　可燃性ガスの保管が内容変更になったら設備の設計内容を変更します。
　③　保管の危険物の危険性を常に念頭において作業します。
	
	可燃性ガス
	爆発限界濃度

	
	
	下限界
	上限界

	
	
	(vol％)
	(g／m)
	(vol％)

	可燃性ガス
	水素
都市ガス(13A)

メタン
エタン
プロパン
ブタン
エチレン
アセチレン
	4.0

4.5

5.0

3.0

2.1

1.6

2.7

2.5
	3.3

35

33

37

39

39

31

27
	75

14.5

15

12.5

　9.5

　8.5

36

100

	引火性ガス
	アセトン
メタノール
エタノール
ベンゼン
トルエン
P－キシレン
酢酸エチル
酢酸N－ブチル
エチルエーテル
	2.5

5.5

3.5

1.2

1.2

1.1

2.1

1.2

1.7
	60

73

67

39

46

48

75

58

50
	13

36

19

8

7

7

11.5

　7.5

48


表5―12　可燃性ガス・蒸気の爆発限界(2成分系混合ガス)
(4)　引火温度
　　可燃性液体による火災や爆発災害は、ほとんどの場合液面から発散する蒸気に基づくものです。この場合の危険性の特定値として引火点が用いられます。引火点とは、空気中の液体がその表面近くに、引火するのに十分な濃度の蒸気を生ずる最低温度である。と定義されています。
　　引火点と爆発限界の関係、混合物の引火点など各種のデータも示されています。
(5)　着火原因

　　　　　　溶接・切断
　　　　　　　電気火花
バーナ･炉・裸火
ライタ･点火具

静電気火花
摩擦･摩擦火花

高温表面･ヒータ
　　　　　　　　　　　0　　　100　　　200　　　300　　　400　　　500　　　600

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発生件数
図5―11　可燃性ガス･蒸気による爆発の着火源別発生件数
　　　　　　　　　　　　　　(昭和30年～平成5年の累計)　　　　　労働省
　これらの着火源を排除することが、火災防止のうえから重要です。高温物体「電気設備もここに入る」や電気火花が入ります。また、静電気ではその防止対策が必要です。着火源の排除が難しい箇所では、必要な「電気防爆設備」とすることが望まれます。
5－4　静電気とその対応
1　原理
　着火源として着目されるものに静電気火花があります。静電気は摩擦電気といわれるように、２種の絶縁性物質が接触したときに、互いに離散すれば、そのときの摩擦の程度に応じて静電気エネルギーが発生します。
　このエネルギーは摩擦の程度、周囲環境としての温度、湿度によって大きさが異なります。この現象を説明しますと次のとおりです。
　一般に物質の分子の外殻電子１個を、その表面から外部に取り出すのに必要なエネルギーを作用関数φ(Work　function)といい、これをVで表します。２種の物質を接触すれば、２種の物質の作用関数の差として、接触電位差(Contact　potential)が現れます。次のようになります。
V＝φｂ－φａ
　ａからｂに移動した電気量をＱ(coulomb)、両金属の表面間の電気容量をＣ（Farad）とすれば
Q＝VCまたはV＝Q／C

　多くの物質の作用関数が示されています｡接触電位差の値は、大体0.1～1Ｖ程度のものです。そのエネルギーはＰ3に示されます｡
　帯電の主たるものは次のとおりです。
1 流体の流動による帯電　流体の固有抵抗がEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(　12),10)Ω･cmより大きい液体では必ず帯電現象が現れます。勿論その時の湿度、温度によって左右されます。
2 噴出ガスの帯電　気体が粉じんまたは霧摘をエアロゾルとして含むときは、著しい帯電を示します｡(純粋な気体はこのようなことはありません)

　③　人体の帯電　人体が電気抵抗の高いゴム靴をはき、湿度の少ない時に(湿度40％以下)、絶縁性の高い床上を歩行すれば、人体に1,000～1,500Ｖの帯電をします。条件によれば、より高い電圧の発生を見ます。
　このような静電気の発生が障害・災害に係わるときは、静電気の発生を抑制するための各種の対応を求めます。
1 抑制方法
2 接地方法
3 電導性の付与
4 湿度調整
5 分子のイオン化等
このような抑制措置は複合的な措置がとられています。生産品により異なりますが、概ね相対湿度が50％以下の場合に問題か発生します。
人体に対しては､雷等の過大エネルギーを除けば、直接感電危険性はありませんが、作業中にショックを感じて手を離す｡といったことによる墜落・転落等といったものが予想されます｡通常、3，000V以下です。
2　静電気の着火性
　帯電した物質が接地導体等が接近したときに起こる火花放電エネルギーによって、可燃性ガスあるいは可燃性粉体に着火するものです。可燃性ガスの多くは、着火エネルギーが0.2mJ前後の小さなものですが粉体のそれは、大きく一般の静電気エネルギーでは着火しません。
　タンクのハッチ付近等では空気で
	粒径(μm)
	最小着火エネルギー(mJ)

	710～1680

355～700

180～354

105～179

53～104
	＞5000

250～500

50～250

＜10

＜10


希釈される場所では着火が起こり易
いです。あるいは、酸素濃度が高い
ほど､最小着火エネルギーが低下し
着火が起こり易くなります。その値
は表5－12のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　表5―12　粉体の粒径と最小着火エネルギーの関係
　
	人体の帯電電位（kv）
	電　撃　の　強　さ

	1.0
2.0

2.5

3.0

4.0

5.0
6.0

7.0

8.0
9.0
10.0
11.0

12.0
	全く感じない

指の外側に感じるが痛まない

針に触れた感じを受け、ピクリと感じるが痛まない

針で刺された感じを受け、チクリと痛む

針で深く刺された感じを受け、指がかすかに痛む

手のひらから前腕まで痛む

指が強く痛み、後腕が重く感じる
指、手のひらに強い痛みと、しびれた感じを受ける

手のひらから前腕までしびれた感じを受ける

手首が強く痛み、しびれた重みを受ける

手全体に痛みと電気が流れた感じを受ける

指が強くしびれ、手全体に強い電撃を受ける

手全体を強打された感じを受ける


（注）人体の静電容量:約100pF

表5―13　人体帯電と電撃強さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ふるいの目詰まり、粉体の閉塞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印刷・写真製版等の不良
　　　　　　　　　力学現象　　　　　　　繊維の毛羽立ち
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　衣類のまつわり付き
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コンタミネーション
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　感染症

静電気帯電

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　可燃性物質の着火爆発・火災
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電撃・生体障害
　　　　　　　　　放電現象　　　　　　　放電痕（スタティックマーク）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　写真・X線フィルムの感光
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電磁ノイズ（電子計器・システムの誤動作
表5－14　静電気による災害の障害

3　静電気放電の着火性
1 コロナ放電　一般に数kV以上に帯電した物体に曲率半径が5mm以下に接地導体が数cm以内に接近したときに起こります｡
2 ブラシ放電　帯電電位が10～20kV以上の絶縁体に発生します。
3 一般の火花放電　数kV以上に帯電した導体(人体を含む)数mmまで接地導体に接近したときに発生します。
4 沿面放電　表面発光を伴なうものです。放電エネルギーがおおきい。
5 バルク放電　粉体を受け入れるサイロ内で起こります。
4　爆発火災の防止対策
　着火を防止することが基本です。このためには次のことが必要です。
　①　可燃性の雰囲気を生成しないこと。可燃性ガスおよび粉体の漏洩、引火性液体の開放取扱の回避等々の帯電防止対策を考えます｡
　②　着火源を無くすか、防止する手段を考えます。
　図5―12に「静電気による爆発火災防止対策」を示します。


















図5―12　静電気による爆発火災の防止対策

	作　業　環　境
	絶縁抵抗の指標（Ω）
	備　　　考

	爆発・火災の発生する恐れのある場所
	<EQ \* jc2 \* "Font:Century" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(　7),10)

	水素、アセチレンのように最小着火エネルギーが0.01mJ未満の可燃性物質を取り扱う工程

	
	<EQ \* jc2 \* "Font:Century" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(　8),10)

	炭化水素系液体、粉体のように最小着火エネルギーが0.01mJ以上の可燃性物質を取り扱う工程

	電撃が発生する恐れのある場所
	<EQ \* jc2 \* "Font:Century" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(　9),10)

	粉体の袋詰め、紙・フィルムの巻き取り工程

	生産障害発生する恐れのある場所
	<EQ \* jc2 \* "Font:Century" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(　7),10)
	半導体を取り扱う工程

	
	<EQ \* jc2 \* "Font:Century" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(　9),10)
	品質不良、製品の汚れ等がもんだいとなる工程


表5－15　作業者の漏洩抵抗の指標
5－5　電気防爆の対応
　電気防爆には、ガス・蒸気防爆構造と粉じん防爆構造があります。これらの電気配線は防爆電気工事が施されます。
1　高温による着火防止
　電気機器における容器の表面などのように、爆発性雰囲気に触れる部分の温度が当該ガス･蒸気の発火温度より高ければ着火の恐れがあります。爆発性雰囲気に触れるおそれのある部分の表面温度は、対象とするガス･蒸気の発火温度より低くなるように設計･製作する必要があります。
　幸い、いずれのガス･蒸気にも発火温度には上限があるので、このことが可能になります。なお、過負荷時の温度上昇をある程度考慮することが必要です。
発火温度はガス・蒸気の種類ごとに異なるので、6グループに分類し、それぞれのグループに対応して防爆電気機器の温度上昇を定めています。表5－13を参照してください｡
	発火温度(℃)のグループ
	最高表面温度の記号

	450をこえるもの
300を超え450以下
200を超え300以下
135を超え200以下
100を超え135以下
85を超え100以下
	Ｔ1

Ｔ2

Ｔ3

Ｔ4

Ｔ5

Ｔ6


2　電気火花による着火防止
　電気火花が爆発性雰囲気に十分
着火能力がある場合と、着火能力
を抑制できる場合とでは異なりま
す。
　前者の場合は、本質安全防爆構
造を除くものが対象になり、後者　　　　表5―13　IEC規格による温度記号
は、本質安全防爆構造が該当となります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　
3　ガス･蒸気危険場所の分類
　IECによる危険場所は次の三つに分類しています。
　①　０種場所(Zone1)

　　　爆発性雰囲気が連続して存在するかまたは長時間存在する場所です。
　②　１種場所(Zone2)

　　　爆発性雰囲気が作業またはプロセスの正常状態で存在する場所です。
　③　２種場所(Zone3)

　　　爆発性雰囲気が作業またはプロセスの正常状態では存在することはないが、たとえ存在することがあっても短時間しか存在しない場所です。
4　粉じん場所の分類
1 　1危険場所(Zone21)

正常な処理･取扱中または清掃作業中に、粉じん爆発の恐れのある濃度となりうる十分な量の粉じんが､雲状で存在しまたは存在する恐れのある場所です。
②　22危険場所(Zone22)

　　　21場所に分類されない場所であって粉じん雲がたまに発生して短時間のみ持続する場所です。または、粉じんの堆積層が異常状態において存在して空気中に着火性の混合物を生成する恐れのある場所です。
5　ガス・蒸気防爆構造
1 耐圧防爆構造
2 油入防爆構造
3 内圧防爆構造
4 粉体充填防爆構造
5 樹脂充填防爆構造
6 安全増防爆構造
7 本質安全防爆構造
8 タイプｎ防爆構造
9 特殊防爆構造
以上の防爆構造の詳細については別の記事等を参照してください。
　表7に「銘板表示事項と記号」を示します。
　ガス･蒸気防爆電気機器の銘板には、防爆性能に関係した事項が記号で表示されます。
　③のⅡは工場用防爆用電気機器ですが、Ⅰは鉱山用防爆電気機器の記号です。④のＡ．
Ｂ．Ｃは耐圧防爆構造または本質安全防爆構造において、それぞれ対象とするガス・
蒸気の火炎逸走または火花着火の危険度による区分を示すものです。
　(注)　従来のわが国の関係構造規格(昭和44年労働省告示第16号)では、かなり異な
る記号が採用されていました。ｉaは高い防爆性能のもの、ibはiaよりも防爆性能が低いものを現します。
	①
	防爆構造であること
	Ｅx

	②
	防爆構造の種類

耐圧防爆構造
油入防爆構造
内圧防爆構造
粉体充填防爆構造
樹脂充填防爆構造
安全増防爆構造
本質安全防爆構造
タイプｎ防爆構造
特殊防爆構造

	ｄ
ｏ
ｐ
ｑ
ｍ
ｅ
ia/ib

ｎ
ｓ

	③
	工場用の防爆電気機器であること
	Ⅱ

	④
	耐圧防爆構造および本質安全防爆構造における対象ガス･蒸気のグループ
	Ａ､Ｂ又はＣ

	⑤
	電気機器の最高表面温度
	Ｔ1．Ｔ2．Ｔ3

Ｔ4．Ｔ5．Ｔ6


表5―14　IEC規格による防爆電気機器の銘板表示事項と記号
6　粉じん防爆構造
　粉じん防爆構造の考え方は、IEC規格によると次の二つです。
1 粉じんが着火源を有する電気機器の内部に侵入しないように容器の防じん性能を高めること。可燃性粉じんと着火源が接触しないように隔離する構造で､対象とする粉じんの特性によって防じん性能に差をつけます。
ａ．特殊防じん構造　粉じんは全く侵入しいなようにしたもの。
ｂ．普通防じん構造　粉じんの侵入を若干認めるものの電気機器の安全な運転には支障がないとするもの。
防じん性能の確保には､容器接合面の寸法およびパッキンの使用に依存します。

2 粉じんが電気機器の表面に集積しても発火しないこと。粉じんに接触する電気機器容器外面の温度限度は､対象とする粉じんの状況(空気との混合物状態、容器上での堆積層の厚さなど)に応じて異なることを理解しておく必要があります。
　IEC規格による粉じん防爆電気機器の銘板には、粉じん危険場所用であることを示す
「ＤＩＰ」、危険場所てあることを示すものとして「21」または「22」、あるいは、最高表面温度などの記号が示されます。
7　防爆電気工事
　電気工事は「電気設備技術基準」および「関連解釈」によって定められています。
(1)　ガス･蒸気防爆電気工事
1 一般の防爆工事の電気配線は、通常な状態では着火源とならないが、断線、短絡、地絡などにより事故時には電気火花を生ずるなど着火源となります。したがって、
電気配線がそれと接続される電気機器と同じ危険場所に施設されるとすれば、当該電気機器の防爆性能に準じた防爆電気工事とすることにより、全体として防爆上均衡のとれた防爆設備となります。
　　　電気配線のうち絶縁電線を使用する金属管工事では、厚鋼電線管と同用付属品を使用し､耐圧防爆構造または安全増防爆構造としての性能をもたせます。この場合、電線管を通じて爆発性雰囲気が他の場所へ流動したり、万一管内での爆発を生じた場合の火炎伝播を防止するため、要所要所にシーリングを行ないます。
　　　他方、ケーブルを使用する場合は、安全増防爆構造の思想が適用され、ケーブル絶縁体の防護、接続部の強化などが図られる。
　　(注)　わが国では配線用付属品の防爆性能に対しての検定制度が確立されていない(平成11年12月現在)ので、第三者機関などにより防爆性能が確認されたものを使用すべきである。とされています。
　②　本質安全防爆電気工事　「本安機器と本安関連機器」とを接続する電気配線の施工が本質安全防爆電気工事です。
　　この配線では、途中で断線、短絡､地絡などの事故により電気火花が生じても着火源とならない確認されていますので､配線工事に当っての特別の注意は不必要と考えられがちです。
しかし、実際の工場等では、このような電気配線が他の動力回路の配線と他の動力回路の配線と接近して配線される場合が多いわけです。この結果、接触したり静電誘導または電磁誘導により、本質安全防爆電気回路の電圧または電流が上昇し、発生する電気火花が着火源となる恐れがあります。
このようなことを防止するため、本質安全防爆電気工事では、他の電気配線との混触防止、誘導防止を図るような工事を行なう必要があります。たとえば、回路の遮蔽等による誘導防止等です。

(2)　粉じん防爆電気工事
商用電源の配線における粉じん防爆電気工事は、わが国では金属管またはケーブル工事を原則としていますが、条件により合成樹脂管工事、がいし引き工事､バスダクトなども認められています。
5－6　安全の要点
　電気設備･機器等から「火災･爆発」を防止するためには、どのような点に留意したらよいか、検討してみることにします。
　厚生労働省ならびに消防庁の統計資料を見ても､電気に係わる火災・爆発は10％程度とそれほど多くはありません。数が少なくても災害の度合いは極めて大きなものがあります。
　電気設備については、法的規制ばかりでなく、電気の持つ潜在的な危険性から、設備の安定化、予防措置等は徹底され、その範囲は、設計から取扱まで、満遍なく行なわれています。JIS規格、電気用品安全法、電気設備技術基準等を参照してください。
1　電気設備等の着火源としての管理
(1) 電気設備等　
電気設備等が着火源となる要因には、次のようなことがあげられます。
　①　温度上昇値　電気機器等は負荷が増加すれば温度が上昇します。これらの危険性を考慮して、それぞれ「定格」が定められています。この定格を外れた使い方をしたり、定格をオーバーしたりすると機器の温度は異常に上昇します。
　　　このような状態で使用しますと、機器の破損はもとより、火災・爆発の起因となります。事故の発生がないように遮断器や安全装置の使用により大方の災害は防止できます。しかしながら、全ての事故を防止することはできません。留意点を上げれば次のとおりです。
　ａ．機器の温度上昇がどの位になったら危険であるかを予め推定しておく必要があります。周囲環境によって異なってきます。
　　危険性料品の場所、火災等の発生危険性、取扱者の電気機器の知識等々を勘案して必要な電気防爆設備を設置し、相応な電気防爆工事を行います。

　　電気防爆設備は点火源としての火花発生等が主眼になっていますから、過負荷使用による温度上昇を防止することは出来ません。危険物のある所では、危険物の発火度に留意して過負荷運転による温度上昇を抑える必要があります。回転機械類はもとより、変圧器、接続部分、配線の容量不足等も同様です。
　ｂ．作業者には、危険性箇所と危険性の認識を高める教育･訓練を施します。このような｡教育・訓練を実施する際には、誤操作を始めとした「ヒューマンエラー」の発生防止に意を用いる必要があります。
　ｃ．一般場所においては、電気設備の温度上昇と火花等の着火源が、周囲環境の悪化によって火災の発生に係わりますので､周辺管理を徹底する必要があります。
　　　着火源管理、整理･整頓・清掃等
(2)　操作時の安全確保
　操作時の安全確保が強調されるのは、化学設備の操作や危険性料品の取扱場所における「定常作業・非定常作業時の安全措置です。図5－13は「作業形態別の分類」です。
　操作時の安全作業としては、図5－13からわかるように、非定常作業の中から出ています。非定常作業を実施するときには、最も大事なものとして「安全作業手順の励行と作業指揮者の使命感」であると考えられます。とくに、作業指揮者は全般的な管理ばかりでなく、作業者一人一人の作業行動まで指導・管理しなければなりません。

　凡例
　　定常状態　　　　　125件(57.5％)

　　非定常状態　　　　191件(37.7％)

　　その他・不明　　　　16件(4.8％)　　　　　　　　　(注)　ガス・蒸気・粉じん・高熱物による爆発計332件の分類)

図5－13　爆発災害の作業形態別分類(平成元年～8年)

図2―8からわかるように、非定常作業から発生する起因が最も多いことが判ります。この傾向は全ての詐欺用に言えることです。この非定常作業は次のような時に起こります。
1 保全作業
不定期に行なう作業です。特に長い周期で定期的に行なわれる場合がこれに当ります。1～2～3月毎等です。
　改造、修理、設定変え、検査(点検･試験)、清掃等の作業
2 トラブルに対処する作業
設備等の異常、不調、故障等に対処する運転上のトラブル等
3 移行･移動等の作業
原料・製品等の変更作業またはスタートアップ、シャットダウンなどの移行作業
4 試行の作業
試運転・試作等で結果が予測しにくく、やりくりする作業
　これらの非定常作業の安全確保の時は、次のようなことが必要です。
(3)　作業計画書の作成
1 作業日程
2 指揮・命令系統
3 作業目的・作業手順(作業手順の徹底は重要な要素です)

4 業務分担・責任範囲
5 災害要因の明示・対処の方法
6 保護具の使用方法と徹底
7 火気厳禁などに対する措置
8 禁止事項・注意事項の徹底
(4)　作業の実施時の留意事項
1 作業員への危険の事前通知(作業前伝達事項、TBM等)

2 作業を行なう者への教育・訓練の徹底
3 誤操作防止への徹底措置(電源への遮断、施錠、札掛けなど)

4 保護具等の措置(呼吸用保護具、安全用保護具、保護めがね、用具等の準備・装着)

5 単独作業にたいする措置、連絡方法など
6 火気発生に係わる注意事項の徹底(アーク火花、衝撃・摩擦、高熱表面、電気火花、静電気火花に対する対応)

これらのことは、安全確認、防護対策として平常より徹底しておく必要があります。
平素からの措置としては、次のようなことを上げることができます。
1 危険・有害ガスの存在する恐れがあの場所では。ガス濃度の測定などを実施します。
2 作業場所へは予め許可されたもの以外の持込みを禁止します。
3 作業場所への消火器の配置、避難方法の周知をおこないます。
4 監視員の作業場所のパトロール等
5 タンク内等の作業に係わる留意事項の徹底(タンク内では、爆発・中毒・酸素欠乏等の留意事項の徹底)

タンク内の留意事項を上げれば次のとおりです。
1 危険・有害物の排出、漏洩防止・施錠措置・開放禁止等の措置
2 タンク内に入る時の濃度測定等の措置
3 技能者の測定措置
4 許容される各種濃度の表示・徹底
5 タンク内の作業者との連絡
6 救急用具の・保護具の設置
　等が必要です。
(5)　緊急事態への対応
1 対応マニュアルの制定
　ａ．緊急事態発生時の連絡方法
　ｂ．爆発・火災・危険有害物の漏洩等に対する対応措置、指揮・命令系統
2 消化栓・消火器・洗顔器・シャワー等の設置
3 想定訓練、危険有害物の漏洩に係わる救急訓練
　以上は着火源と題して、電気設備の施設設計・保全に係わる内容を記述してみました。周知のとおり「電気設備」は、その使用段階で「発熱・発火源」としての熱源をもっています。これらのことは、製造段階から施設設計・建設・保守・運用にいたる各部門において､必要な電気的知識と素養をもっていることが必要です。
　ということは、電気設備は過負荷、不正使用、事故等の異常時の温度上昇あるいはスイッチの入れ切りによる電気火花ならびに電気設備ではありませんが、静電気火花等によって「電気に起因する火災・爆発」の発生をみます。
　これらの災害は想像を絶する大きな被害をもたらすことがあります。このような災害は「周囲環境」によって雰囲気の醸成が異なってきます｡
1 火災発生の可能性の有無
2 爆発災害にかかわる危険性料品の有無

火災・爆発に係わる事項は、消防法令によって細かく規定されていますので、その条項を基にして各種の計画をたてます。

電気技術者は危険物等の化学的知識に意を用いることが少ないため、危険物を多量に扱う場所では意を用いますが、印刷工場、少量の危険物を扱う場所では比較的関心を示さないものです。このような少量の危険物取扱い場所でも、危険領域の雰囲気が醸成されれば火災・爆発の発生を見ます。静電気火花の発生に対しても同様です。レイアウトの改善、機械の改変等が行われる時は留意する必要があります。

盤発範囲を示す雰囲気については爆発範囲が示されていますが、この範囲は、気圧、温度、湿度、位置等により異なった値を示します。概ね最小の値を示しているものと理解していただきたいと考えます。燃料電池の主体である「水素」エネルギーの利用拡大の傾向に対して安全面に留意する必要があります。
このようなことを考えながら、化学的知識の足りないことを承知しつつ、記述を試みました。このため、化学関係の経験不足のため十分な説明ができませんでした。記述の足りない面は他の文献によって補足していただきたいと考えます。
この項に対しては次の文献を参考としました。
「参考文献」　　　　新・産業安全ハンドブック　　　　　　　中央労働災害防止協会
　　　　　　　　　　化学安全工学　　　日刊工業新聞社　　　北川徹三(横浜国立大学)
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